
京都府花粉発生源対策型集約化事業実施要綱


第１ 趣旨
京都府花粉発生源対策型集約化事業実施要領（以下「府要領」という。）に基づき森林の集約化及び花粉発生源対策の推進を図るため、京都府森林組合連合会（以下「府森連」という。）が森林所有者に対し主伐及び花粉症対策苗木による再造林の働きかけを行う林業事業体（以下「林業事業体」という。）を対象とする事業は、府要領に定めるもののほか、この要綱に定めるところにより実施するものとする。

第２ 事業概要
別表のとおりとし、花粉の少ない森林への転換を目的として行う、森林所有者に対する伐採・植替え等の働きかけ及び森林所有者との委託契約等の締結、森林経営計画の作成・変更又は森林経営計画の作成、変更の斡旋に対して支援する。

第３ 事業の応募・補助金の交付申請等
１ 林業事業体の募集
府森連は、ホームページ等により、林業事業体を募集するものとする。 
２ 林業事業体の応募・補助金の交付申請
(1) 本事業に応募しようとする林業事業体は、応募申請書兼補助金交付申請書（別記第１号様式）を府森連に提出するものとする。また、応募申請書兼補助金交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。
ア	事業計画書（別記第２号様式）
イ	事業予定地の図面
ウ 前年度末時点の森林経営計画（写し）
※森林経営計画を変更する予定の場合のみ
エ　環境負荷低減のチェックシート（別記第３号様式）
（2）府森連は、２(1)に基づき提出された応募申請書兼補助金交付申請書の内容を審査し、内容が適当と認める場合は予算の範囲内において別記第４号様式により林業事業体に、承認書兼補助金交付決定の通知を行うものとする。
３ 事業計画の変更
(1) 林業事業体は、本事業の内容等を変更又は中止する場合は、補助金変更交付申請書（別記第５号様式）を府森連に提出するものとする。また、補助金変更交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。
ア　事業計画書（別記第２号様式）
イ　その他府森連が必要と認める書類
(2) 府森連は、３(1)により提出された補助金変更交付申請書の内容を審査し、適当と認める場合は予算の範囲内においてこれを承認し、別記第６号様式により林業事業体に、変更交付決定の通知を行うものとする。

第４ 事業の実施
事業の実施は、第３の２(2)により承認を受けた事業計画に基づき行うものとする。
第５　実績報告
　　１　林業事業体は、第３の２(2)により承認を受けた本事業を完了した場合は、実績報告書（別記第７号様式）を府森連に提出するものとする。また、実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。
ア 事業実績書（別記第２号様式）
イ  その他府森連が必要と認める書類
(1) 森林経営計画書（写し）
(2) 森林経営計画認定書（写し）
(3) 委託契約書等（写し）※森林所有者が事業に同意していることが分かる資料
(4) その他必要に応じて提出を求められる資料

２	府森連は、提出された実績報告書の内容を審査し、適当と認める場合は補助金の
交付確定の通知（別記第８号様式）を行うものとする。

第６　補助金の交付
補助金の交付確定の通知を受けた林業事業体は、補助金を請求しようとする場合、
請求書（別記第９号様式）を府森連に提出するものとする。


附	則
この要綱は、令和８年７月14日から施行する。

なお、令和８年度に限り森林経営計画の認定請求の日付は令和８年４月１日以降であれば事業の対象とする。
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【別表】

	補助対象
事業の内容
	主伐の森林経営計画が作成されていない府内の人工林において、森林所有者に対し、主伐及び花粉症対策苗木による再造林の働きかけを行い、主伐及び花粉症対策苗木による再造林の森林経営計画（以下「当該森林経営計画」という。）を「新たに作成若しくは当該森林経営計画に変更」又は「当該森林経営計画の作成を斡旋若しくは当該森林経営計画に変更を斡旋」する事業実施主体（※）が行う事業に対し助成する事業
※作成又は変更を斡旋する事業実施主体とは、森林所有者に対し働きかけを行うが、当該事業実施主体が森林経営計画の作成又は変更は直接実施せず、別の林業事業体へ森林経営計画の作成・変更の依頼をする主体をいう。


	事業実施主体
	林業事業体

	補助額
	１事業実施主体当たり新たに主伐及び花粉症対策苗木による再造林を行う計画面積ha（※）×120千円／ha以内の額
※小数点未満の端数があるときは、小数点以下第３位を四捨五入するものとする。





（林業事業体用）



別記第１号様式


番	号
年	月	日



京都府森林組合連合会　
代表理事会長　　青合　幹夫　様


申請者	住所
氏名


令和　　年度京都府花粉発生源対策型集約化事業
に係る応募申請書兼補助金交付申請書


年度において、京都府花粉発生源対策型集約化事業を実施したいので、下記のとおり補助金を交付くださるよう、京都府花粉発生源対策型集約化事業実施要綱第３の
２(1)の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１	補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　　　円

２　添付書類
（1）事業計画書（別記第２号様式）
（2）事業予定地の図面
（3）前年度末時点の森林経営計画(写し)
※森林経営計画を変更する予定の場合のみ
（4）環境負荷低減のチェックシート（別記第３号様式）　
（5）その他必要に応じて提出を求められる資料




別記第２号様式

	京都府花粉発生源対策型集約化事業（変更）計画〔実績〕書
１  花粉の少ない森林への転換促進への取組に対する支援
	番
号
	
申請者名
	森林経営計画
作成者（事業体）名
	
経営計画の
認定予定者（認定者）
	森林経営計画
対象面積
(ha)
	主伐後の植栽計画に記載する（した）樹種
	森林所有者名
	対象森林の所在地
	植替活動金
	補助金計

(円)
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	事業量
(ha)
	適用単価

(円/ha)
	補助金
(円)
	
	







（）
（認定日）
　　　　　　



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	120,000
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





別記第３号様式
	
環境負荷低減のチェックシート（花粉の少ない森林への転換促進）

	事業実施主体名
	

	提出時期
	申請時（します）□
	報告時（しました）□

	記入年月日
	令和
	年
	月
	日




	
	チェック
	（１）適正な防除

	①
	□
	※農薬を使用する場合（該当しない □）
農薬の適正な使用・保管

	②
	□
	※農薬を使用する場合（該当しない □）
農薬の使用状況等の記録・保存



	
	チェック
	（２）エネルギーの節約

	①
	□
	オフィスや車両・機械等の電気・燃料の使用状況の記録・保存に
努める

	
②
	
□
	省エネを意識し、不必要・非効率なエネルギー消費をしないこと
（照明、空調、ウォームビズ・クールビズ、燃費効率のよい機械の利用等）を検討

	③
	□
	環境負荷低減に配慮した商品、原料等の調達を検討



	
	チェック
	（３）環境関係法令の遵守等

	①
	□
	みどりの食料システム戦略の理解

	②
	□
	法令関係の遵守

	③
	□
	環境配慮の取組方針の策定や研修の実施に努める

	
④
	
□
	※機械等を扱う事業者である場合（該当しない□）機械等の適切な整備と管理に努める

	⑤
	□
	正しい知識に基づく作業安全に努める


注：（１）又は（３）の④の※で示す場合に該当しない場合は、「該当しない」にチェックし、当該項目のチェック欄へのチェックは不要です。






別記第４号様式


番	号
年	月	日



林業事業体　　様
京都府森林組合連合会　　　　　
　　　代表理事会長　　青合　幹夫　　　

年度京都府花粉発生源対策型集約化事業実施計画承認
兼補助金交付決定通知書

年  月  日付け  第  号で申請のあった    年度京都府花粉発生源対策型集約化事業について、事業実施計画を承認するとともに、補助金について下記のとおり交付することに決定しました。

記

１  補助金の額	金	円

２  交付の条件
府要領のとおりとする。

別記第５号様式
	番	号
年	月	日

京都府森林組合連合会　　　　　
代表理事会長　　青合　幹夫	様


申請者	住所
氏名


令和　　年度京都府花粉発生源対策型集約化事業に係る補助金変更交付申請書


年   月   日付け   第   号で補助金交付決定通知のあった　　　年度京都府花粉発生源対策型集約化事業を下記のとおり変更したいので、京都府花粉発生源対策型集約化事業実施要綱第３の３の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１  補助金交付申請額	金	円
（うち前回までの申請額 金	円） ２ 計画変更の理由
３  関係書類
（１）事業変更計画書（別記第２号様式）
（２）その他府森連が必要と認める書類
（注）（１）については、変更部分を二段書にし、変更前を括弧書で上段に記載すること。


注１：事業を中止し、又は廃止しようとする場合にあっては、「変更交付申請書」を「事業中止（廃止）申請書」と、「変更」を「中止（廃止）」と置き換えること。


別記第６号様式
番	号
年	月	日


林業事業体	様


京都府森林組合連合会　　　　　　　
代表理事会長　　青合　幹夫

年度京都府花粉発生源対策型集約化事業補助金変更交付決定通知書

年  月  日付け  第  号で申請のあった    年度京都府花粉発生源対策型集約化事業の変更については承認し、下記のとおり変更決定します。

記

１  補助金の額	金	円

２  交付の条件
当初交付決定通知のとおり。


別記第７号様式
番	号
年	月	日


京都府森林組合連合会　　　　　
代表理事会長　　青合　幹夫　　様


申請者  住所
氏名


年度京都府花粉発生源対策型集約化事業補助金実績報告書

年  月  日付け  第  号の交付決定通知に基づき京都府花粉発生源対策型集約化事業を実施したので、京都府花粉発生源対策型集約化事業実要綱第５７の１の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。

記

関係書類

１ 事業実績書（別記第２号様式） 
２　森林経営計画書（写し）
３　森林経営計画認定書（写し）※森林所有者が事業に同意していることが分かる資料
４　委託契約書（写し）
５ その他府森連が必要と認める書類


別記第８号様式
番	号
年	月	日


林業事業体	様


京都府森林組合連合会　　　　　　　
代表理事会長　　青合　幹夫


年度京都府花粉発生源対策型集約化事業補助金交付確定通知書

年	月	日付け	第	号で実績報告のあった	年度京都府花粉発生源対策型集約化事業補助金については、下記のとおり確定しました。

記

交付確定額	金	円


別記第９号様式
番	号
年	月	日

京都府森林組合連合会　　　　　
代表理事会長　　青合　幹夫　　様

申請者 住所
氏名 年度京都府花粉発生源対策型集約化事業に係る補助金請求書
年	月	日付け	第	号で交付確定通知があった「	年度京都府花粉発生源対策型集約化事業」について、下記のとおり補助金を請求します。
請求金額	円
※「請求金額」には、申請者が受領する金額を記載すること。

【交付金の振込先】
	

銀行等
	金融機関の名称
	本店・支店の名称
	種 別

	
	銀行
金庫組合
	· 本 店
· 支 店
	· 普 通
· 当 座

	
	口座番号（右からつめて）
[image: ]
	口座名義
	フリガナ）
[image: ]



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※フリガナは必ず記入してください。
	
郵便局
	通帳記号
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	口座名義
	フリガナ）
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	通帳番号（右からつめて）
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※フリガナは必ず記入してください。
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